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個人消費の動向をどうご覧
になっていますか。また、
そのような動向となってい
る要因やメカニズムについ
て、お考えをご教示くださ
い。

２
消費を活性化するために
は、どうしたらよいとお考え
でしょうか。

効果

①早帰りを促すための工
夫

②本取組を消費拡大につ
なげるための工夫

③本取組を続けていくため
の工夫

④その他

質問事項 記述式回答

個人消費の動向

個人消費は明らかに弱含みで推移している。「家計調査」の消費支出をみても、2014年以降四半期ベースでみてもほぼ対前年同期比を下回って推移している。同時に所得の伸びも弱く
「毎月勤労統計調査」における現金給与額も2016年ではやや増加したものの、最近の伸び率は低く、社会保険料負担の増加などを考慮すると可処分相当の賃金はマイナスで推移して
いると考えられる。賃金の低迷は働き方との関係も考えられ、非正規で雇用される者の割合は依然と増加している。失業率が改善している中、不安定かつ低い賃金で雇用される就業者
が増えていることも考えられる。いずれにせよ、GDPの6割を占める消費の低迷は日本経済の最大の課題であると考える。消費がいかに決定されるかは難しい問題であり、こうした短期
的な要因に加え、財政や社会保障制度などに関する将来への不安が払拭できていないことも消費低迷の大きな要因である。     ��

消費の活性化

消費の活性化には生産年齢人口の消費増が欠かせないが、長期的には財政構造改革の足取りが不透明など、将来不安が払拭できていないこと、短期的にはこの世代を対象とした社
会保障負担の増加等による可処分所得の低目、名目賃金の伸び悩みが大きいと考える。消費性向が低下しているもの将来への不安が大きいこともあり、まずは持続可能な社会保障
制度を構築する必要がある。そのためには短期的には消費の負の影響があるかもしれないが、長期的には全世代の負担による消費税の活用などにより、将来への見通しを明らかに
する必要がある。また、短期的には名目賃金を引き上げる努力が必要だが、賃金の上昇は労使交渉などの直接的な手段は一過性のものであり、何よりも生産性上昇が欠かせない。生
産性上昇のための取り組みを政府がさらに支援し、賃金上昇、消費活性化へと、向かわせることが長期的かつ安定的な消費活性化の方策であると考える。��

プレミアムフライデー

プレミアムフライデーが開始されてから、まだ二回しか実施されていないため全体的に定着しているとは言い難い。とりわけ3月のプレミアムフライデーは31日と年度末であり、消費を楽
しむ余裕はなかったと考える。一方、消費を行うには供給側が不可欠であり、消費を提供する側はプレミアムフライデーの恩恵を得られないこともあり、効果は限定的ではないか。またメ
ディア等で報道されているように、日常の業務において多数の就業者が特定の日の午後に早退等を行うことは困難であり、この点からも消費活性化の効果は限られるのではないか。い
ずれにせよ、プレミアムフライデーに関する消費のエビデンスが必要であり、推測で議論を進めても実態はわからないのではないか。��
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プレミアムフライデー実施に関わらず、フレキシブルな働き方の徹底（裁量労働制の拡充）や上記で述べた根本的な消費回復の方策を講じる必要がある。��


